
 

 

 

 

 

 
 

 

 

令和６年度 石油・ガス供給等保安対策調査等事業費 

 

 

地域保安指導事業 
 

報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月 

株式会社ＮＴＴデータ経営研究所 



 

  



 

 

＜ 目次 ＞ 

 

 

第１章 はじめに .................................................................... 2 
1. 事業の実施方法 .............................................................. 2 
2. 事業の実施スケジュール ...................................................... 6 
3. 結果概要 .................................................................... 7 
第２章 事前準備 .................................................................... 9 
1. 県協会への事前アンケート調査 ................................................ 9 
2. 県協会に対する実施要領の作成 ............................................... 10 
3. 県協会との契約手続き ....................................................... 12 
4. 説明会 ..................................................................... 14 
第３章 事業実施 ................................................................... 17 
1. 保安技術等講習及び個別指導 ................................................. 17 
2. 保安技術等講習におけるアンケート調査 ....................................... 24 
3. 保安技術等講習における習熟度調査 ........................................... 34 
4. 個別指導でのアンケート調査 ................................................. 40 
5. 事業活用検討会 ............................................................. 42 
第４章 総括と今後の課題 ........................................................... 47 
1. 講習 ....................................................................... 47 
2. 個別指導 ................................................................... 50 
3. 運営・手続き ............................................................... 50 
 

 

 

 

 

 

 



 



 

2 

 

第１章  はじめに 

1. 事業の実施方法 

（１）事業の目的 

液化石油ガス（以下、「LPガス」と示す）による事故件数は、1979年の793件をピークに、マイ

コンメーター、ヒューズガス栓、ガス漏れ警報器等の安全装置の普及、事故届の徹底指導等によ

り、2006年以降は、140～261件／年で推移している。さらなる事故の削減に向けて、全国のLPガ

ス販売事業者等の保安レベルの維持・向上が求められている。 

本事業は、LPガス事故件数を減らし、死亡者を発生させないために、全国のLPガス販売事業者へ

の電子情報処理組織を活用した講習等を実施し、LPガス販売事業者の保安技術・知識の向上を図

り、LPガス供給時の事故及び一般消費者等に起因する事故を防止し、保安の確保を図ることを目

的とする。 

【事故件数及び死者数の推移】 

 

【原因者別事故件数の推移】 

 
出典：経済産業省 産業保安グループ「令和４年度 液化石油ガス関係事故年報」 
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（２）業務内容 

全国約16,000のLPガス販売事業者のほとんどが中小零細企業であり、LPガスの輸入販売を手が

ける大手企業から町の個人商店まで事業規模の格差が大きい業界である。 

中小零細のLPガス販売事業者が独自に情報を収集し、自身の知識の更新及び社員に教育を行う

機会を多く取ることが難しいことから、LPガス販売事業者向けの講習及び個別指導を行う。 

今年度は昨年度に引き続きe-ラーニングによる講習と、個別指導を行った。個別指導について

は、訪問指導にて実施した。また、参加者募集にあたってはこれまで県協会を通して行っていた

が今年度は事務局（株式会社ＮＴＴデータ経営研究所）にて申し込み受付を行い全国の販売事業

所より参加者を募ることとした。 

その他、事業開始前に事業目的、内容を都道府県LPガス協会担当者に対して説明を行う説明会

と、本事業の活用について委員に検討いただく検討会を行った。 

以下、それぞれの事業の実施方法について記述する。 

 

1）講習及び個別指導の概要 

講習及び個別指導の概要は以下のとおりである。 
① 指導テーマ 

以下の４つのテーマについて指導を行う。 

(ア)法令指導に関すること 

(イ)保安業務指導に関すること（「事故事例に基づく指導に関すること」を含む） 

(ウ)CO 中毒事故防止に関すること（「業務用厨房機器のメンテナンスに関すること」を含む） 

(エ)LP ガス災害対策に関すること 

② 指導講師 
個別指導については保安指導を行えるもの。 

③ 講習の実施 
講習は以下の内容に基づき実施する。 

(ア)LPガス販売事業者等に対してオンデマンドの e-ラーニングによる講習とする。講習実施

期間１カ月から２カ月程度できる環境を提供し、計 2,000人以上の受講者を募ること。 

(イ)受講者のメールアドレス宛に受講サイトの URL、受講者のログイン ID及びパスワードな

どを提供することとする。 

(ウ)講習に参加した受講者に対し、電子情報処理組織を活用した講習に関するアンケートを

実施する。 

(エ)講習による習熟度を確認するために習熟度調査を行う。（当該調査の結果は、受講者本

人による調査とし、回収は行わない。） 

④ 個別指導の実施 
個別指導は以下の内容に基づき実施する。 

(ア)１テーマにつき１時間以上で実施する。 
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(イ)LPガス販売事業者等を対象とし、業務主任者や保安責任者を中心とした２名以上に対し

実施する。 

(ウ)個別指導を受けた事業者に対し、受講者用アンケートを実施する。 

＊注１：県協会は一般社団法人全国LPガス協会の会員である各都道府県LPガス協会をいう。 

2）講習等実施要領の提出 

講習等実施要領（以下、「実施要領」と示す）として、講習または個別指導の実施に係

る基本的な以下の事項を定め契約締結後、経済産業省産業保安・安全グループガス安全室

に提出する。 
① 講師謝金に関すること（個別指導関係） 
② 交通費及び旅費の支払い条件に関すること（個別指導関係） 
③ 講習及び個別指導の運営方法に関すること（講習及び個別指導関係） 
④ 受講者用アンケート及び講師からの報告書の記載内容に関すること（講習及び個別指

導関係） 
⑤ 講習及び個別指導の実施に関して、より効果的な実施方法の提案（講習及び個別指導

関係） 
⑥ テキストの配付に関すること（講習及び個別指導関係） 
⑦ その他講習及び個別指導に関し必要な事項（講習及び個別指導関係） 

3）個別指導に係る実施の要望調査 

個別指導の実施に当たって、県協会から個別指導に係る実施の要望調査を行う。 
調査は、講習及び個別指導ごとに以下の内容を記入できるように様式を作成し、実施要

領と併せて県協会に送付する。 
① 個別指導についての調査事項 
(ア) 希望テーマ 

(イ) 指導先事業者の名称 

(ウ) 従業員数 

(エ) 所在区市町村 

(オ) 受講者数（見込み） 

(カ) 実施方法（現地又はオンラインのどちらかを選択） 

 

4）個別指導の実施案の作成、調整 

個別指導の要望調査に基づき、各県協会の個別指導の実施案を作成し、経済産業省と調

整する。 
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5）県協会用アンケートの実施 

県協会に対して県協会用アンケートを実施し、結果を経済産業省に提出する。アンケー

トの内容については、経済産業省と調整する。 

 

6）事前会議（説明会）の実施 

講習及び個別指導の実施に際して、その内容を事前に業界団体担当者に情報共有するた

めの事前会議をオンラインにより実施する。 

 

7）検討会の実施 

本事業の活用について、５人程度の有識者と検討会を２回程度行うこととする。有識者

については、経済産業省と協議すること。 
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第２章  事前準備 

 

1. 県協会への事前アンケート調査 
 

（１）実施概要 

個別指導を行うにあたり、実施の有無と希望テーマ及び参加者数を把握することを目的

に、県協会への事前アンケートを実施した。また、併せて事務局一括での申込受付へ行う

ことから周知協力の意向確認と説明会への参加希望確認アンケートを合わせて実施した。 

実施概要は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

（２）結果 

回収は、メールにて実施した。今年度はe-ラーニングへの周知協力範囲の確認、説明会へ

の参加の有無、個別指導の実施について確認を行った。 

 

 

 

 

 

 

実施期間： 令和６年８月 

対  象：各都道府県のLPガス協会 

方  法：メール 

協 会 数：47協会 

回答済み：39件 （内個別指導の実施２県協会） 

未回答 ：８件 
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2. 県協会に対する実施要領の作成 
今年度は講習をe-ラーニングとして実施することになったため、その点も踏まえて実施要領

を作成した。個別指導は地域単位としたため、県協会に委託することとした。このため、講師

謝金等支払い基準を記した実施要領を作成した。 

以下に実施要領の内容の一部を示す。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

 

令和６年度地域保安指導事業に係る実施要領 

 

Ⅰ．事業目的 

 本事業は、保安専門技術者等を講師として、地域のLPガス販売事業者に対し保安業務指導等

を行い、LPガス販売事業者等の保安水準の維持、向上を図ることで消費者に対する保安を確保

することを目的とする。 

 

Ⅱ．事業概要及び実施方法 

（１）保安技術等講習 

① 以下のテーマについて講習を実施し保安業務指導等を行う。 

ⅰ）法令指導に関すること  

ⅱ）保安業務指導に関すること（「事故事例に基づく指導に関すること」を含む。） 

ⅲ）CO中毒事故防止に関すること（「業務用厨房機器のメンテナンスに関すること」を

含む。） 

ⅳ）LPガス災害対策に関すること  

② 今年度も、e-ラーニングでの講習を行う。 

③ e-ラーニングのシステム及び受講依頼はＮＴＴデータ経営研究所（以下、「NTTDKK」とい

う。）より行う。各都道府県エルピーガス協会（以下、「協会」という。）は e-ラーニング

の実施の周知にご協力ください。 

※周知において費用（郵送料等）が発生する場合は実費分を負担する。 

④ e-ラーニングは４テーマを提供する。 

⑤ NTTDKK は、受講者の個人情報を除き協会ごと希望する県協会に受講歴を共有する。 

 

（２）個別指導 

・ 保安技術講習とは別に LP ガス販売事業者等の事業所等において保安業務の実施にあたっての

アドバイス等の指導を行う。 

・ 指導方法は現地またはオンラインでの指導とする。 

・ 販売事業者選定にあたっては、過去に事故をおこした販売事業者及び県の立ち入り検査で改善

を求められた販売事業者等を優先して選定すること。 
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・ 個別指導の対象者は、業務主任者や保安責任者を中心とした２名以上に対して行うこと。 

・ １テーマにつき１時間以上で実施すること。 

・ 県協会あたり計 15回を上限とする。 

・ 実施終了後、個別指導記録（⑤－①個別指導記録）を作成すること。受講者のサインの代わり

に WEB会議の様子を添付すること。（受講者が参加している状況でスクリーンショット、写真

等で記録する） 

訪問指導とした場合は受講者全員の氏名を記載（原則本人直筆）すること。 

・ 個別指導の実施前に、講師と県協会の間において委嘱状・就任承諾書の取り交わすこと。 

 

（３）講師会議 

県協会単位で行う講師会議については、事業の対象としない。 

 

（４）テキスト 

  テキストは電子データを配布し、紙媒体では配布しない。 

（以下省略） 
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3. 県協会との契約手続き 
 

（１）手続きの流れ 

1）県協会からNTTデータ経営研究所への実施計画書及び支出計画書の提出 

本事業実施にあたり、実施計画書及び支出計画書を各県協会よりNTTデータ経営研究所に提

出していただいた。提出いただいた実施計画書の様式を以下に示す。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

令和６年度石油・ガス供給等に係る保安対策調査等委託費（地域保安指導事業） 

に係る実施計画 

 

協会名：  

 

 

１． 個別指導の実施予定回数 

個別指導実施回数（事業所数）  回 

指導予定テーマ   

指導予定時間 時間 

指導予定人数 人 

＊別途個別指導先を報告すること（②-1個別指導先リスト） 

 

以上 

 

 

2）契約手続き 

今年度は電子契約を基本とし状況に応じて従来通り下記の書類を送付のうえ、契約書を取り

交わした。また、電子契約について対応いただける県協会については電子契約にて手続きを

行った。 

 

・ 令和６年度地域保安指導事業運営業務に関する委託契約書  ２部 

・ 関係書類集                       １部 
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4. 説明会 
 

（１）開催趣旨   

近年新型コロナ感染症予防対策として集会による講習からオンデマンドの e-ラーニング

による講習に変わり、今年度も引き続きインターネットで受講する e-ラーニングによる講

習を実施することとなった。また、今年度は昨年度と同様募集方法を変更しこれまでの各県

協会での受講者受付ではなく、運営事務局での一括申込対応となることから各県協会との

連携方法や周知協力などの説明を行った。 

説明会ではe-ラーニングと個別指導の実施内容、実施方法、注意事項について説明を行っ

た。 

 

（２）開催状況 

開催日時   令和６年９月５日 16：00～17：00 

会  場   WEB会議ツール 

参加者数   協会担当者９名 その他関係者５名 合計 14名 

※後日、県協会担当者に向けて当日の資料と動画を共有した。 

 

議  題  ・e-ラーニングのご説明 

・周知のお願いについて 

・個別指導について 

・質疑応答 

 

配布資料  ・式次第 

・資料１：R６地域保安指導事業説明資料 

・資料２：「実施要領」についての補足説明等 
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（３）事業説明資料（一部抜粋） 
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16 長野県ＬＰガス協会 423 319 359 246 265 
18 静岡県ＬＰガス協会 106 96 96 82 80 
19 愛知県ＬＰガス協会 225 185 183 158 179 
20 三重県ＬＰガス協会 120 94 95 81 77 
21 岐阜県ＬＰガス協会 9 10 10 8 8 
22 富山県エルピーガス協会 42 32 34 28 32 
23 石川県エルピーガス協会 108 98 92 85 88 
24 福井県ＬＰガス協会 12 15 9 8 8 
25 滋賀県ＬＰガス協会 47 40 42 37 36 
26 京都府ＬＰガス協会 13 10 12 10 11 
27 奈良県ＬＰガス協会 16 16 16 15 16 
28 和歌山県ＬＰガス協会 5 5 5 5 5 
29 大阪府 LPガス協会 72 65 64 57 60 
30 兵庫県ＬＰガス協会 24 21 19 15 14 
31 鳥取県ＬＰガス協会 97 90 82 74 86 
32 岡山県ＬＰガス協会 201 184 164 148 153 
33 島根県ＬＰガス協会 96 82 79 72 73 
34 広島県ＬＰガス協会 68 61 55 53 53 
35 山口県ＬＰガス協会 71 64 60 57 57 
36 徳島県エルピーガス協会 4 4 4 4 3 
37 香川県ＬＰガス協会 45 39 37 32 34 
38 高知県ＬＰガス協会 104 76 71 63 77 
39 愛媛県ＬＰガス協会 50 51 52 44 40 
40 福岡県ＬＰガス協会 32 26 28 24 26 
41 佐賀県ＬＰガス協会 60 52 49 46 47 
42 長崎県ＬＰガス協会 5 5 5 5 5 
43 大分県ＬＰガス協会 106 82 87 69 75 
44 熊本県ＬＰガス協会 91 89 84 78 79 
45 宮崎県ＬＰガス協会 10 11 11 11 10 
46 鹿児島県ＬＰガス協会 33 32 33 29 27 
47 沖縄県高圧ガス保安協会 5 5 3 4 4 
99 非会員 48 44 40 38 40 

  総計 3799 3285 3221 2773 2913 
※テーマ別参加者数は講座視聴要件を満たしたものをカウントしているためアンケートを回答し

ておらず修了者となっていない者も含まれる。 
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2. 保安技術等講習におけるアンケート調査 
 

（１）アンケート調査の概要 

LPガス販売事業者等の保安技術等の普及を図ることを目的とした保安技術等講習において、

参加した受講者を対象にアンケート調査を実施した。 

アンケートでは、e-ラーニングの内容、受講状況、受講意向についてと、その他意見・要望

等を伺った。複数テーマ受講した場合でも回答は１回とした。修了条件にアンケートを加えて

いたこともあり、参加者3799名より回答いただき100％の回収率となった。 
 

【設問】 

・e-ラーニングの内容について（４段階評価） 

・e-ラーニングの受講状況について 

・e-ラーニングの受講意向、保安情報の収集について 

・その他意見・要望等 
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 動画やイラスト、データや表など見やすくて参考になりましたが、言葉が難しいものや

専門用語で難しいものは分かりにくかったです。 

 内容が多岐にわたっていたので、ついていくのがたいへんでした。 

 法令に関しては、理解しやすくするため、何パートかに分けた方が良いかもしれません。 

 法令は覚えにくいのでもう少し図式化していただけるとありがたいです。 

◆保安業務指導 

 eラーニング終了後の出題問題の文脈が分かりにくく、自分の認識と合わなかったので不

正解でした。 

 テキストが無かったのが残念だった。 

 バルク貯槽のことをもう少し教えてもらいたかった。 

 もう少し細かい部分も学びたかった。 

 効果試験を受けるわけですが、講習内容に即していない問題もあり、例示基準や保安業

務ガイド（テキスト）等を再度見直すという結果となりました。 

 講習内容と設問のつながりがない為 回答を導くのに時間がかかった。 

 災害時の保安体制を詳しく教えて下さい。 

 事故事例は大変参考になりました。もう少し事例を追加いただいても良かったのではと

感じました。 

 接続ガス栓の事例はもうすこし写真の事例が多く欲しかった。 

 燃焼器と末端ガス栓の接続方法について、どうしてこの接続になるのか詳しく教えたほ

うが理解できると思う。 

◆CO中毒事故防止 

 CO中毒事故防止技術に記載済の内容であるが事故事例及び判例で、無断使用のケースも

掲載していればより実感が沸くと思った。 実際の事例は共感も沸きやすく理解が醸成し

やすいと思われるので、事例紹介はもっと内容的に厚くしていただけると良いと思った。 

 CO発生の化学式をもっと漫画のようにしてもらえれば より分かりやすいと思います。 

 そもそも言葉の知識がないので難しかったです。 

 テキストが何かわからなかった。 

 換気の方法を詳しく教えて下さい。 

 給気口の大きさの計算の部分で、いくつか例が欲しかったです。また、血中のヘモグロ

ビンとの結合で酸素の200倍とありましたが、COがヘモグロビンと結合するとどこをた

どってどうなっていくのかという図が欲しかったです。 

 業務用厨房の換気扇のメンテナンスは具体的にどのようになされているのか知りたい。

又、食洗器増設等の吸排気設備の設計見直しは現実どのようになされているのか分から

ない。 

 事例などをもう少し具体的に説明していただけたらもっと理解が深まるのではないかと

感じました。 

◆災害対策 

 ガス小売事業者としてBCPをもっと勉強したかった。 
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 今後は容器盗難などの防犯対策のテーマも欲しい。 

 最新の実例なども多く盛り込まれていて、良かったと思います。 欲を言えば、ハザード

マップの活用方法を多く紹介して頂けるとありがたいと思います。 

 市街地、山間部、などの実例及び、対策等を講義内容に入れていただくと、 より充実し

た内容になると思いました。 

 自分の会社に当てはめて対策を練り直すことを踏まえて今後の計画をどうすればいいか、

もう少し参考になるものが欲しい。 

 説明している文章をポイントしてもらえると落ち着いて理解しやすくなると思います。 

 全体的にはとても役立ちましたが、災害対策の需要家に対しての周知や協力についても

う少しだけ詳しく知りたいです。 

 容器流出以外に雪害についてもっと知りたいです。 

 例示の説明で写真を掲載しつつ、解説があったが若干分かりにくかった。  

◆その他（共通） 

 手元に資料があると、理解しやすいと思った。 

 繰り返し聞かないとなかなか頭に入りにくい。 

 受講画面に到達するまでの過程と画面の見にくさ。 

 E-ラーニングに不慣れなため大変であった。 

 いちいちクリックするのが億劫だった。 

 PC 設定に関し、ポップアップブロックを解除しないとテスト画面に移行できなかったの

で操作に時間がかかってしまいました。 

 

他（一部抜粋） 
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２）e-ラーニングの受講状況について 

e-ラーニングを受講するのにかかった時間と受講機器について確認した。35％が41分以上学

習の時間を取っており、92％がPCを使って学習していることが分かった。本教材はPCでの学習

を前提として作成されているため、おおむね希望端末を使用いただけているが、例年スマート

フォンやタブレット利用が増えている。 

今年度も法令改正など昨年度よりシートを増やしたテーマもあり、ある程度時間が必要で

あった。１テーマ30～40分程度の受講時間を想定して教材を作成していたため、概ね想定通り

の時間であった。 

 

問４：今回のe-ラーニング（テスト、アンケートを含めて）に、正味何分かかりましたか。 

 

 

問５：今回のe-ラーニングは何で受講しましたか。 
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３）e-ラーニングの受講意向、保安情報の収集について 

保安情報の収集について「どのように収集しているか」「社内保安教育で必要なコンテンツ」

のアンケートを行った。また、保安講習の受講意向について「保安知識を学ぶ機会の減少」「今

後の参加意向」「今後の指導テーマ」のアンケートを行った。 

「普段どのように保安情報を収集しているか」については、県協会等関係団体からの通知が

68％となっていた。また「社内保安教育で必要なコンテンツ」としては、テキスト59％、講習

会（e-ラーニング、オンライン）49％の順で多かった。テキストは例年高い数字であるが、講

習会（e-ラーニング、オンライン）、動画も徐々に割合を伸ばしている。 

 

問６：普段どのように保安情報を収集していますか。 

 

 

問７：社内保安教育で必要なコンテンツはどういったものですか 
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「e-ラーニングがないと保安知識を学ぶ機会が減少するか」については、「大変困る」「困

る」が全体で74%となった。「今後の参加意向」については「参加したい」「できれば参加した

い」が全体で95%となった。「今後の指導テーマ」については、自由記入とした。 

 

問８：今回のe-ラーニングがないと、保安知識を学ぶ機会が減り、困りますか。 

 

 

問９：来年も今回のようなe-ラーニングがあれば、参加しようと思いますか。 
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問10：今後受講を希望するテーマがあれば、ご回答ください。 

【自由記入】 

 「保安業務全般」とか「災害対策」といった広義な枠組みではなく、 圧力検査のやり方とか、

貯槽の定期自主検査の方法など、項目を細分化したマニュアル的な位置づけの動画など。 

 バルク配送関係 

 時間は短くても良いと思いますが「緊急時連絡」「緊急時対応」「周知」「事故防止（coと被

らない部分）」などを希望致します。 

 1つの項目をもう少し掘り下げて分かり易く行って頂きたい。 

 LPガスに関する最新動向について 

 LPガスを取り巻く３つの法律 液石法、高圧ガス保安法、ガス事業法の区分け 

 ガス器具/調整器の仕組み.種類 

 これからのエネルギーについて 

 テーマに捉われず法律 通達 施工 告示など改正が有りましたら情報が欲しいです。 

 バルク貯槽の期限管理や、質量販売の制限、容器の移動等について 

 ライフラインの一環として、一般消費者様等に安心安全に供給できるようにしつづけたいの

で、身の回りにあったヒヤリハットを共有してほしい。 

 液化石油ガス法の解釈例について、液化石油ガスのヒヤリ・ハット事例研究最新情報、液化

石油ガスの保安の高度化に関する行動指針 

 火気との離隔距離対策としての材料、方法など 

 火災時の対応。漏洩させてしまったときの対応。安全を守らなかった場合の罰則の理解によ

る健全化 

 器具交換工事における具体的な事故事例などありましたら、参考にしたいです。 

 技術的な指導や経験による実例など 

 緊急時の具体的な対応マニュアル（対応フロー）を動画付きで希望します。 

 今後の保安行政の動向など 

 災害バルクなどの展開方法など 

 実践的作業内容について 

 省令改正に特化したテーマ希望  

他（一部抜粋） 
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４）その他意見、要望について（一部抜粋） 

【e-ラーニングシステムについて】 

 「保安」部門は、大変幅が広く、知識を習得するうえでは、何度も内容を聞き、頭の中に植

え付けることが重要だと思いました。業務内容の深堀りをした内容も盛り込んでいただける

と、より内部保安教育を行う上で役立つと思います。 

 これからも e－ラーニング講習を積極的に普及させてほしい。 

 サーバーへのアクセス不能や画面の処理落ちが多く、学習に支障があった。 

 パソコンに不慣れな者でも、簡単に入れるようにしてほしい。 

 要約されたテストがあって、安心する。 

 e ラーニングの資料が短い時間でまとまっているのは隙間時間で受講することができるので

良いことと思いますが、資料の切り替えが自動で行われないため大変煩雑です。 

【教材等について】 

 1テーマ45分程度なので、時間的にも受けやすかったです。また、途中で動画がいくつか

あったので、それも良かったです。法令等、知っていなければいけないことばかりですが、

どうしても忘れてしまたり、疎かになる部分があるので、定期的に確認・学習できるのは良

いと思います。 

 このeラーニングは大変良い内容で分かりやすかったので今後も保安の一環として続けてい

ただきたいと思います。 

 高齢者に対しての周知コンテンツが欲しいです。 

 動画配信等を積極的に行って下さい。 

 容器流失防止動画以外の動画があると保安教育資料として使用したい。 

【全体に対して】 

 コロナも終息傾向になり年に1度程度は実講習があってもいいのではないかと思います。 

 それぞれの教育テーマに応じてeラーニングや講習（対面方式）など教育効果の高い手法を

選択して、効率的・効果的・高品質の教育を展開する必要があると捉えています。 

 遠隔地に行かなくても良かった。 

 実際に会場で顔を見ての講習の方が知識としてはより身に付くのではないかと思います。 

 講習会を頻繫にして欲しい。 

 受けられる期間が長かったので、自分の都合で受けることができてよかった。 

 集合講習のほうが、他業者との関係が保てる。 

 出来れば、夏場に開催してほしい。 

 保安講習会は定期的に開催して欲しい。 

他（一部抜粋）  
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3. 保安技術等講習における習熟度調査 
 

（１）習熟度調査の概要 

LPガス販売事業者等の保安技術等の普及を図ることを目的としたe-ラーニングにおいて、

参加者の習熟度を測るため確認テストの実施を支援した。 

確認テストは、e-ラーニング終了後に実施することによって受講内容に対する意識向上と受

講内容の復習を目的としている。１テーマあたり５問とし、４問以上正解することを修了の要

件とした。 

 

（２）習熟度調査例 

e-ラーニング教材終了後、選択式にて下記の習熟度調査を行った。 

1） 法令指導 

法令について、次の内容が正しければ○、誤っていれば×を選択してください。 

NO 問   題 解

答 

説   明 

１ 第二種販売主任者免状の交付を受

け、液化石油ガスの保安業務の実務

に6ケ月以上従事した者を業務主任

者として任命した。 × 

液化石油ガスの販売の経験が６ケ月以上必要なた

め、第二種販売主任者の免状があっても業務主任

者には任命できない。 

規則22条 

スライドP.１２ 

テキストP.１３「LPガス販売事業の手引き」 

２ 一般消費者へ販売する充てん容器等

の保管、容器の引き渡し及び取引

を、第一種貯蔵所を有している者に

全量委託している場合は、販売事業

者は自ら貯蔵施設を所有しなくても

よい。 

〇 

充てん容器等の保管、容器の引き渡し及び取引

を、第一種貯蔵所を所有している事業者に全量委

託している場合は貯蔵所を所有しなくてもよい。 

規則11条 

スライドP.１５ 

テキストP.１５「LPガス販売事業の手引き」 

３ 集中監視システムの設置が５０％を

超え第二号認定LPガス販売事業者に

認定されたので、すべての消費者の

緊急時対応の要件を４０Kmとした。 
× 

対象になるのはあくまでも認定対象の消費者であ

り、集中監視されていない消費者は緊急対応の要

件は３０分以内である。 

規則第50条 

スライドP.２４ 

テキストP.３３「LPガス販売事業の手引き」 

４ 帳簿の保存期間については、販売事

業者が販売所ごとに帳簿に記載すべ

き事項の保存期間は記載の日から２

年間とあるので、消費設備調査記録

も２年で廃棄した。 
× 

販売事業者の帳簿の保存期間は、記載の日から起

算して２年間が経過する日とあるが、例外として

１４条書面は契約終了まで、供給設備点検・消費

設備調査の記録等は次回の点検・調査が終了する

まで保存しなければならない。 

規則第131条 

スライドP.２１ 

テキストP.２５「LPガス販売事業の手引き」 
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５ 特定供給設備に該当する設備につい

て 

貯蔵設備が容器である場合は、貯蔵

能力が3,000kg以上、貯蔵設備がバ

ルク貯槽である場合は、貯蔵能力が

1,000kg以上で、特定供給設備であ

る。 

〇 

記述のとおり、特定供給設備になると当該施設

は、設置場所を管轄する都道府県知事の許可及び

完成検査を受けなければなりません。 

規則第21条 

スライドP.８ 

テキストP.２２「LPガス販売事業の手引き」 
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2） 保安業務指導 

  保安業務について、次の内容が正しければ○、誤っていれば×を選択してください。 

NO 問   題 解答 説   明 

１ 移動式燃焼器は機器接続ガス栓を用

いて配管用フレキ管と接続すると、金属疲

労でガス漏洩の原因となるので、その使用

を避けたほうが良い。 

〇 

移動式燃焼器は、燃焼器自体の振動に加えて、消費

者が清掃時やその他の要件で少し移動することが

想定できる。配管用フレキ管は振動、衝撃が加わる

おそれがある場所には配管しないようにしたほう

が良い。（液化石油ガス設備工事マニュアル） 

配管用フレキ管の製造会社では、そのような使用を

禁止している。 

 

スライド P.22 

テキスト P.40（保安業務ガイド「点検・調査」） 

２ 「質量販売緊急時対応講習」は、質量

販売を行う液化石油ガス販売事業者が受

講すべき講習のことをいう。 

✕ 

「質量販売緊急時対応講習」は、質量販売で LP ガ

スを購入した一般消費者が、屋外に移動して使用す

る消費設備により LP ガスの漏洩が生じた場合に、

容器バルブを閉める等、緊急の必要な措置を行える

よう所定の知識等を習得するための講習であって、 

LP ガスの質量販売を行う液化石油ガス販売事業者

が受講することを目的としたものではない。 

 

スライド p.3 

テキスト P68（保安業務ガイド「点検・調査」） 

（保安業務ガイド「緊急時連絡・対応」P.53） 

３ 液石法規則第 18 条 1 項一号イには

「充てん容器等（・・省略・・）には、当

該容器を置く位置から 2m 以内にある火気

を遮る措置を講じ・・（略・・）」とある

が、「2m以内にある」とは、容器を置く位

置から 2.0m 確保すれば火気を遮る措置は

講じなくても良いことである。 

✕ 

「以内」とは、ある基準を含んでそれより小さい範

囲をいう。従って、2m 以内とは 2.0mを含んでそれ

より小さい範囲ということになり、2.0m 確保しても

火気を遮る措置を講じなければならない。 

法令上は「2m超」（2.1m以上）であれば、遮る措置

を講じなくても良いことになる。 

 

 

スライド P.5 

テキスト p.17（保安業務ガイド「点検・調査」） 

４ 液石法の定めには「貯蔵施設」と「貯

蔵設備」があるが、業務用に供給するため

の LP ガス充てん容器等を貯蔵する設備に

は、外部の者が「貯蔵施設」であることが

わかるように警戒標を掲示しなければな

らない。 
✕ 

設問は、一般消費者等に供給する LP ガス充てん容

器等を貯蔵する設備に掲示するものであるので「貯

蔵設備」と表示された警戒標を掲示しなければなら

ない。 

「貯蔵施設」とは、販売事業者が自己の販売の用に

供する為に所有または占有しなければならない充

てん容器等を置く為の施設をいう。 

なお、いずれの警戒標も内容変更の場合並びに文字

色が薄くなって読めなくなったときは書き換えな

ければならない。 



 

37 

 

スライド P.16 

テキスト P.26（保安業務ガイド「点検・調査」） 

５ 供給管及び配管の漏洩試験（漏洩検知

装置を用いない場合）の圧力保持時間は管

の口径と延長によって異なる。 

〇 

機械式自記圧力計を用いた場合、管の内容積が 2.5L

以下の場合の圧力保持時間は 5分、2.5L を超える場

合は 10分である。また、電気式自記圧力計の場合、

10L以下は 2分、10Lを超える場合は 5分である。 

管の内容積は管の口径と延長によって計算される。 

なお、気密試験を行うときの圧力保持時間とは異な

るので注意しなければならない。 

スライド P.13 

テキスト P.28（保安業務ガイド「点検・調査」） 
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3） CO中毒事故防止技術 

CO中毒事故防止技術について、次の内容が正しければ○、誤っていれば×を選択してください。 

NO 問   題 解

答 

説   明 

１ プロパン１㎥を完全燃焼させるた

めには２４㎥以上の空気が必要で

ある。 

○ 

左記のとおり。 

燃焼方程式はＣ3Ｈ8＋5Ｏ2＝3ＣＯ2＋4Ｈ2Ｏ＋

2219kJとなり、1㎥のプロパンを燃焼させるために

は5㎥の酸素が必要です。空気中に酸素は21％しか

含まれていないので理論上24㎥の空気が必要にな

ります。 

テキスト 6ページ 

スライド 1（P.3） 

２ 家庭用のＣＯ警報器は血液中のＣ

Ｏ濃度を測定し、業務用換気警報

器は空気中のＣＯガス濃度を測定

し警報を発する。 ☓ 

誤り。逆である。 

家庭用のＣＯ警報器は空気中のＣＯガス濃度を測

定し警報を発する。業務用換気警報器は空気中の

ＣＯ濃度を血液中のＣＯ濃度に換算し警報を発す

る。 

テキスト 86ページ～94ページ 

スライド 16・17（P.22、23） 

３ 給気口の面積の求め方（複雑な計

算によらなくても安全が保てる面

積）は、ガス機器の消費量１kwあ

たり有効開口面積で8.6㎠以上ある

こと。 

 

○ 

左記のとおり 

 

テキスト 36ページ 

スライド 5（P.7） 

４ ＣＯ中毒は、大気中のＣＯ濃度が

低下しても血中のＣＯヘモグロビ

ンは下がらないため、回復が困難

である。 
○ 

左記のとおり 

COは酸素の約200倍ヘモグロビンと結合力があり、

血液中には酸素が含まれていても組織はその酸素

を利用できず低酸素状態に陥り、僅かなCOが重篤

な酸欠状態を引き起こし、体の中から出ていくの

に時間がかかります。 

テキスト 11ページ 

スライド 8（P.11） 

５ 事故を防止するため、お客様への

周知は、周知内容を伝えるだけで

良い。 

☓ 

誤り 

消費者（お客様）に安全に利用していただくため

には、LPガスの利用上の注意点や性質を消費者に

理解していただくことが大切です。 

テキスト 100ページ～101ページ 

スライド 18(P.23) 
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4） LPガス災害対策 

LPガス災害対策について、次の内容が正しければ○、誤っていれば×を選択してください。 

NO 問   題 解

答 

説   明 

１ 液状化とは地震動によって地下水

が地表にあふれ出る現象のこと

で、一般的には海岸、埋め立て

地、扇状地などの緩い砂地盤を持

つ土地で発生することが多い。 〇 

液状化によるLPガス設備への代表的な被害とし

て、埋設供給管、配管の損傷とバルク貯槽等の沈

下があげられる。液状化のリスクの高い地域で

は、供給管・配管の埋設を避け、バルク貯槽にお

いては地盤沈下による供給管の損傷防止措置を行

う。 

スライドP９ 

テキストP５ 

２ 中核充填所とは、販売系列の充

填・配送の効率化の為、販売会社

が資金を出し合い、地域の充填所

をとりまとめ、大型化した充填所

のことである。 
× 

大規模災害発生時等に、被災地域に対して、LPガ

スを安定的に供給できるよう、LPガスの自家発電

設備、LPガス自動車への充填設備、衛星電話等の

設備を導入した充填所で、系列以外にも緊急時に

LPガスを安定供給できる充填所のことである。 

スライドP１８ 

テキストP４８ 

３ 集中豪雨により、河川があふれガ

ス給湯器が半分浸水したが、その

後水が引き給湯器には特段の故障

もなかったので、試運転後そのま

ま使用した。 

× 

水没したガスメーター、調整器、ガス機器等は外

観に異常がなくても、後日浸水による錆、つまり

等の原因により、災害が発生する可能性があるの

で、水没した機器は、点検修理、もしくは取り換

えが望ましい。 

スライドP.２１ 

テキストP.５０ 

４ 保安台帳や顧客データ等は定期的

に電子媒体、紙媒体等の持ち出し

可能な形に保存し、安全なところ

に保管する。また、インターネッ

トのデータ管理システム（クラウ

ド）等を活用する。 

〇 

東日本大震災では、津波や火災により、帳簿が破

損し、顧客の保安データ等が壊失し、復旧に支障

が生じたことから、クラウド等に電子媒体で保管

することを推奨している。 

スライドP.１６ 

テキストP.５１ 

５ 県内で震度５の地震が発生し、LP

ガス被災状況報告書の報告を求め

られたが、自宅や事務所、消費先

にも被害がなかったので 

報告しなかった。 
× 

自身の被害がないという情報はとても重要で、連

絡がないと被害がないのか、被災して連絡が取れ

ないのか判断ができません。自身の被害がないと

いう情報を本部に入れることによって、被災地だ

けに集中して支援が行えます。 

スライドP.１９ 

テキストP.４３ 
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4. 個別指導でのアンケート調査 
 

（１） アンケート調査について 

今年は 20件個別指導を実施し、24件のアンケートを回収した。滋賀県については 1件

複数事業所が参加する回があり複数名に回答いただく機会があった。そのため、指導件数

を上回ることとなった。個別指導の満足度は例年高く、今年度も高い満足度を得ることが

できた。 

 

問１ 個別指導の内容について４段階評価でお答えください。 

Q1-1 個別指導の内容は参考となったか 大変参考になった  

参考になった 

19件 

５件 

Q1-2 新たに得られた知識はあったか 大いにあった 

一部あった  

20件 

４件 

Q1-3 講師の指導は適切であったか 大変良い   

良い     

23件 

１件 

Q1-4 教材（テキスト等）は適当であったか 大変良い    

良い 

14件 

10件 

 

問２ 指導内容の理解度についてお答えください。（4段階評価） 

よく理解できた 18件 

理解できた ６件 

 

問３ 個別指導の評価できる項目を選択してください。（複数回答可） 

１ 知識の見直し 16件 

２ 業界動向の情報交換 17件 

３ 相談のしやすさ 17件 

４ 立ち入り検査前確認 ９件 

５ 立ち入り検査後確認 １件 

６ 帳票類の確認 ４件 

７ 現場（容器、保管場所等）確認 ２件 

８ その他  

 

問４ 個別指導をどのように活用しているか、活用したいかについてお答えください。（複数回

答可） 

  活用している 活用したい 

１ 社員の保安教育    ５件 10件 

２ 立ち入り検査前後の相談・確認 11件 ９件 

３ 知識の更新 17件 15件 

４ 事故事例の情報収集 １件 １件 

５ 県及び国の通達情報の収集 13件 15件 

６ 保安業務の相談 11件 ９件 

７ その他   
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問５  今後希望するテーマについて、あてはまるものを選択してください。 

法令指導 保安業務指導 CO中毒事故防止 LPガス災害対策 その他 

12件 14件 ３件 ３件  
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5. 事業活用検討会 

（１） 開催趣旨   

新型コロナの影響により令和２年度からe-ラーニングによる保安講習を開催している。

これまでの県協会単位での講習会開催から実施方法が大きく変わったことで、保安専門

技術者指導事業で養成された保安専門技術者による地域での指導（講習）という構図が崩

れることとなった。 

今年度は、昨年度の検討会にて出された意見をもとに実施方法が変更されたことにつ

いても報告するとともに変更点に対する実施状況の確認とご意見をいただいた。 

地域保安指導事業というこれまでの事業内容、実施方法にとらわれず、新たな保安対策

（保安指導、保安レベルの維持）について検討することを目的とし、今後のLPガス保安対

策として本事業に求められていることを整理し、次年度以降の本事業のあり方について

検討を行うこととした。 
 

（２） 開催状況 

検討会は、全２回で行われた。 

１）第１回 

開催日時   令和７年２月 17日 10：00～11：00 

会  場   WEB会議ツール 

参 加 者   検討委員５名（県協会担当者、保安専門技術者、全国 LPガス協会担当者、

高圧ガス保安協会担当者）、関係者５名     

 

議  題  ・検討会の目的 

・本事業のこれまでの取り組み 

・今年度の報告 

・意見交換 

配布資料  ・式次第 

・出席者名簿 

・資料１：事業活用検討会資料 

  

２）第２回 

開催日時   令和７年３月３日 10：00～11：00 

会  場   WEB会議ツール 

参 加 者   検討委員５名（県協会担当者、保安専門技術者、全国 LPガス協会担当者、

高圧ガス保安協会担当者）、関係者４名     

 

議  題  ・第１回検討会の振り返り 

・次年度実施計画案 
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・意見交換 

配布資料  ・式次第 

・資料１：第１回検討会議事録 

・資料２：事業活用第２回検討会資料 

 

（３） 検討会資料（一部抜粋） 

■第１回検討会資料：地域保安指導事業のこれまでの取り組み 
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■第１回検討会資料：今年度の報告 

 

＊数字は検討会で使用されたものであり、速報値としている。報告書では再度数字の精査を行い

取りまとめている。 

 

■第２回検討会資料：第１回検討会の振り返り 
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■第２回検討会資料：次年度の実施方針 

 

＊資料の抜粋は検討会で使用されたものであり、次年度実施することが約束されたものではあり

ません。 
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（４） 検討会まとめ 

 全国約 16,000 の LPガス販売事業者のほとんどが中小零細企業であるため、各自が独自に保安

教育を継続、保安レベルの維持を行うことの難しさがあったことから、これまで保安専門技術者

による保安講習会を開催し保安教育を実施してきた。中小零細企業への保安教育の支援という点

では、地域保安指導といったこれまでの講習会といった形にこだわらず継続的な指導の必要性に

ついて確認した。 

 保安レベルの維持、向上については国、県、県協会といった関係者の支援を受け LPガス販売

事業者が継続して取り組むべき事項である。 

 新型コロナ感染症対策として始まった e-ラーニングではあるが、今年度５年目を迎え実施方

法の課題と成果を整理することができた。保安業務指導についても高度化、効率化を踏まえ今後

も e-ラーニングといった方法を活用していく方針での検討を行った。 

昨年度より県協会の参加意向や契約に囚われず、運営事務局による一括申込受付による e-

ラーニング受講者の募集での運営に対する実施報告に加えて、昨年度検討会にて参加者増加に対

する取り組みとしてより広く関係者に周知を行うといった対応に対する成果報告も行った。 

今年度は昨年度の申込者に比べ２倍弱という成果があがり、考えられる要因について検討会に

て整理した。申込者増加による新たな課題として問い合わせの増加、システム関連の問い合わせ

時間の増加もあり次年度への課題となった。 

次年度以降については、受講機会を限定することなく広く提供できた今回の運営方針は引継ぎ

つつ、県協会との周知協力関係の強化やこれまで声がけしなかった関係者への周知など継続する

こととなった。 

また、今後受講者を増やしてくうえで問い合わせ窓口の効率化や教材の見直しなどのほか、地

域の指導者の育成や確保といった議題も挙げられ委員にて議論を行った。 

本事業の活用方針としてはオンライン教育の継続と県協会など関係団体と連携し効率的な保安

教育の実施検討支援を行うことが挙げられた。 
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第４章  総括と今後の課題 

1. 講習 
（１）総括 

今年度も、引き続きe-ラーニングで保安講習を行った。今年度も運営事務局にて申し込みサイ

トを作成し一括受付方式とした。また、昨年度は１名ずつの申込受付をおこなったが、企業の保

安教育の一つとして利用されるe-ラーニングであることから複数名が受講をすることを前提とし

ている講習において申込時の負担が多いという点を考慮し、個人情報の取り扱いにおいて問題の

ない範囲で複数名の受付を可能になるようにした。 

県協会との関係は、これまでの運営協力という関係から周知協力という形に変わり、申込者の

減少や、県協会関係者の関係構築の難しさを懸念していたが、昨年度検討会であげられたLPガス

関係団体へのさらなる周知や募集開始時の前倒し、受付期間の確保といった取り組みにより前年

より約1800人（2,879名→4,695名）と大幅に増えた。 

県協会担当者との連携、周知依頼も含め、県協会向け担当者へe-ラーニングの説明会を実施し

e-ラーニングの説明と昨年度からの変更点について案内し、周知についても依頼を行った。 

ホームページ、チラシを作成し各県協会にデータの送付と希望する県にチラシを送付した。ま

た、ご協力いただける県協会においては、会員企業への郵送も依頼した。 

学習教材と確認テストのセットを４テーマ作成し、約１カ月半の実施期間を設け好きな時間に

学習ができる環境を提供した。また、アンケートへの回答も修了要件の必須事項とし100％の回収

を可能とした。 

１テーマあたり25シート程度に内容をまとめ適宜動画や補足説明のリンクを貼り確認を行える

内容とした。 

法改正部分の資料の更新に加え、能登の震災に関する情報も追加した。災害対策については、

教材を一新し、近年の災害情報に対するLPガス災害対策に更新した。また、前年に引き続き事前

に学習教材をダウンロードできるよう環境を整え、受講前に内容を確認し、必要に応じて手元に

資料を用意できるよう配慮した。 

受講の手引きについても図を多く加え、伝わりやすいよう内容を変更した。 

期間を設け、学習が終わっていない受講希望者には受講依頼を行うことで遠隔教育で課題とな

る学習状況の把握の難しさに対して、学習状況の管理と催促を行うことで多くの方に受講いただ

くことが出来た。 

これまで集会で講習会を開催する場合は１～２テーマを選択して開催していたが、e-ラーニン

グにおいては１テーマ以上の受講を必須とし複数テーマ受講できるようになっているため、多く

の参加者が複数テーマを受講していた。 

アンケート結果も、理解できている、参考となっているといった割合が高く、参加者からも移

動時間がないことや学習時間の自由度が高いことへ賛同も得られており、e-ラーニングの実施に

対して理解も進んできていることが伺えた。これまで業界傾向としてe-ラーニングに対する抵抗
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があるとされる方が多かったが、近年はe-ラーニングやオンライン講座が増え抵抗感が弱まって

いるとの意見もあった。 

 

（２）今後の課題と取組提案 

e-ラーニングとなって５年目となり、過去に課題として挙げられた音声での説明が欲しい、手

元に資料が欲しいといった点については、概ね改善が行えた。また、今年度は2024年１月１日の

能登半島地震による衝撃もあり、災害対策に関する情報を更新し、最新の情報を加えることがで

きた。 

さらに、申込サイトの変更、周知先の追加、周知時期の早期化および申込期間の確保（前年よ

り２週間ほど延ばす）といった施策により、申込者が大幅に増えた。それに伴い、問い合わせが

増えるという新たな課題が挙げられた。 

昨年度からの実施方法および教材については、指摘された部分を改善可能範囲で改善を行った

結果、今年のアンケート結果も概ね良い評価を得ることができた。 

さらなる改善として、今後の講習の課題と取組について以下に記載する。 

 

【問い合わせ窓口対応検討】 

事務局にて電話問い合わせとメール問合せ窓口を設置し、募集期間中の問い合わせに対応し

た。チラシやホームページに事務局の電話・メールアドレスを記載し、募集前から問い合わせ

を受け付けた。e-ラーニングの開校に伴い、システムに関する問い合わせはe-ラーニングシス

テム会社にてメール問い合わせ窓口を用意したが、電話での問い合わせを好む方が多く、多く

の電話問い合わせがあり対応に時間を要した。 

また、申込者が増えたことで問い合わせ件数もほぼ２倍に増加し、e-ラーニング開講日には

多くの問い合わせが寄せられた。今回の申込み人数に対しては、現在の体制にて対応すること

ができたが、今後さらに申込人数が増える場合には、コールセンターを用意するなどの対策が

必要である。 

 

【申し込み案内の工夫】 

申込者数が増えたことで、開講時のメールが届かないといった問い合わせが多くあった。 

考えられる要因として、迷惑メールとして別フォルダに振り分けられる、一時的に一斉に送

信しているアドレスとして認識されサーバーにてはじかれるなどが考えられる。 

メールアドレスの間違いやエラーメールとして戻されたメールについては、修正や問い合わ

せを行い再度ご案内することができたが、エラーメールなど送信者へ案内が来ない場合は受講

者からの連絡を待っての対応となった。 

送信アドレスの案内や、届かない場合の案内など適宜行ったが、今年が申込者の増加伴い、

同様の問い合わせが増えたことから、次年度以降は申し込み案内時に注意喚起を行うことで、

受講者の受講機会の確保、および問い合わせ窓口の負担軽減が期待できる。 
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【受講時の案内ツールの追加】 

現在受講にあたり「受講の手引き」を配布しているが、読まれていない方も多いと思われる。

問い合わせ内容の上位は「受講ができない」、「操作方法がわからない」といったシステムに

関する問い合わせとなっている。 

そのため、動画による案内など、視覚的にわかりやすいツールの追加も検討していく。 

【教材ダンロードの案内方法の変更】 

 e-ラーニング教材を事前・事後にダウンロードいただき手元において受講いただく、終了後の

復習や営業所での従業員学習の教材として活用いただけるように用意しているものの、現在も資

料が欲しいといった問い合わせやアンケートの回答があることから、周知方法について再度見直

しを行う必要がある。「受講の手引き」に記載しているものの、手引きを見ていない方もいるこ

とから、メールでの案内など別の方法での案内を行う必要がある。 

  



 

50 

 

2. 個別指導 

（１）総括 
今年度も、訪問による指導またはオンライン指導にて実施していただくことをご案内した。以

前より個別指導については、販売事業者の様子や保管されている資料、検査機器等の確認も踏ま

え訪問の指導への要望が多かったことから、変更を行ったものである。 

変更内容を過去実施していた県協会に電話案内を行い、今年度は昨年度より１協会増え、実施

県協会は２協会となり、20事業所にて個別指導をおこなった。 

 

（２）今後の課題と取組 

総括で記載した課題に対して、下記の対応を検討する。 

【周知と要望の確認】 

今回、実施要領の変更を電話にてお知らせした際に、実施したいとする県協会は数カ所あっ

たが、指導講師がいないことや一度やめてしまった事業を再度行うことが難しいといった回答

があった。一方で、店舗に訪問し状況を確認しながらの指導ができる貴重な機会であり、継続

してほしいといった要望もああった。今後の要望に関する確認および現在の実施状況の変化

（訪問指導も可）を伝える必要がある。 

 

3. 運営・手続き 
今年度はe-ラーニング、個別指導ともに前年に比べ大幅に増加した。多くの方に受講いただ

ける貴重な機会となった一方で、問い合わせの増加など運営負担が増えることとなり、より良

い方法を検討する必要がある。 

費用による解決だけでなく、実施方法の変更により改善ができると思われる部分については、

次年度以降の課題となる。 

 また、e-ラーニングへの変更に伴い、県協会との情報共有の機会が減少しているが、県協

会は販売事業者とのつながりを持っており、多くの情報が集まる団体でもあるため県協会との

つながりを維持しながら今後も本事業を進めていくことが重要である。 

説明会や検討会といった機会を県協会との関係作りに活用していくことが必要である。 

 

  以上 
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